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農山村維持・存続における他出子の可能性

一熊本都市圏在住の山都町出身他出子を事例に－

TolgaOZSEN＊

１．研究の動機及び目的

現在の農山村は、過疎化、樹齢化、少子化、担い手不足といった|(1)題がlMiliしており、とI)わけ過

疎地域では、個人の生活レベルでの問題から、農村社会の維持、農業の機能不全といった社会問題ま

でをも抱えている。このような状況の中、もはやムラ内だけでは将来像を描きにくくなってきている

こともいうまでもない。上記の現状をふまえた上で、人口や世帯の減少・縮小を前提とし、いかに持

続可能な農山村社会が維持・存続できるかを考えざるを得ない。

今日に至って、過疎農山村の将来像を描くため全国各地の農山村は「人口噌力Ⅱ」を目標とする地域

活性化事業や「村おこし」活動を展開してきたが、成功した例は多くない。また近年では農村振興の

目的で都市農村交流活､jがＨ本各地で政策的にも推進されている。徳野は、農村振興における都市農

村交流の限界と可能性を分析し、漠然とした政策や交流活動の対象者の暖昧さといった問題点から、

成果を得たとは言い雌〈、ＩﾘI1iliiな視点と政策なしでは「赤の他人」である都TIT部との交流人口と経済

効果に期待しても、地域活性化は困難であることを強く指摘している（徳野：2007,2008b)。これ

を、今後において従来の方法以外でも新たな資源を導入し、農山村地域の維持・存続問題を議論する

ことが必要だと考えても間述いではないだろう。続いて徳野は、都ＴＩj農村交流活動の分析１１をする

論文の中で、他IlI子との交流をjIRLllI村の人口的構造問題に対する股も可能性の闘い交流として主張し、

彼らの過疎地域の維持・活性化における位世づけ・重要性について次のように述べている。

「他出子を軸に、家族の持つ固有の社会関係に依拠した交流であり、交流相手が限定される。近

接都市居住のまま様々な生活領域でのく顕在的サポーター〉となるだけでなく、Ｕターン者ともな

りうる可能性をもつ。家族及び集落の担い手ともなりうるため、腿'１１村の人L1的櫛造問題に対する

最も可能性の高い交流である。しかし、政策的には事業とも地域活動とも認識されることはなく、

個別農家の個別'''１題として扱われることが多かった・・・」（徳野2008ａ：６７)。

この主張からも分かるように、他出子は現在の農山村維持・存続'１１１題において蚊も強い資源となる

可能性がある。その上、2006年度に熊本大学文学部地域科学科によって行われた「熊本県山都町地域

社会調森」では、洲在対象者の子どもの51％が近距離２１に他出していることが判明しており、近接

に居住していることは他１１l子のその可能性をより高めていると考えることもできる（熊本県山都町地

域社会調査報告杏２００６：168)。このように、農山村の維持・存続'111題における他出子の重要性・可

能性がIﾘ]確になってきているのにも関わらず、他出子に関する研究は非常に少ないことも事実である。
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これらの研究のＩＩＪでも腱山村に残っている親への（介護などの）サポートが中心的な視点となってお

り、言い換えれば研究視点として他出子の「福祉的機能」の研究が圧倒的に多い（赤木・近江2003、

石坂・緑川2005、石坂2002t１，２００２b)。また、農業の担い手としての他出子や地域運営において

新たの方法としての他lII子といった経済的・生産的な側面からの研究も数少ないが、ある（荒木

1992、荒木1994,鯵坂2005,芦ll12006、菅原・醗潔・ｊｌ:橋・）;1ｔ2006)。他出子研究におい

ては、過疎地域の将来像を描く上での他出子の意味または位置づけを全体像の１１｣で縦論する研究はあ

まり見当たらない。このような現状を踏まえた上で、徳野の上記の分析や熊本大学の調査結果を－つ

の出発点とし、熊本県'１１都町から他出している山都町出身者をケースにして、過疎農村地域の維持・

存続問題における他川子の可能性・位置づけを議論していくことを本研究のメインの課題としたい。

本論文においては、2007年に我々熊本大学が行った「山都町他出子i凋査」のデータを用いながら、

他出子の視点からＵターンＩＨＩ題、農村在住の家族及び地域社会との関係、農業の担い手問題などの課

題から出発し、農山村社会の将来を考える上で他出子の可能性・役荊を分析及び考察し、彼らの一般

動向に関する議論を進めていきたい。

なお、近接距離に別居している別居子たちは「他出子」という言葉一つのみで考えられる傾向が強

いが、彼ら全員が実家・地元の将来において重要な役割をもっている存在なのかという点が定かでは

ない。そのため、上記の課題も踏まえながら、過疎農山村地域の維持・存続・担い手問題においてど

のようなパターンの他出子がいるのかを分析しながら、過疎農山村地域維持・存続論的な視点から他

出子の類型化を試みたい。

２．調査概要

（１）調査方法

「山都町他出子調査」は山都町役場と熊本大学文学部総合人間学地域社会学研究室により、2007年

の12月２日～25日のl1Uで行われたのである。調査対象者は、19～59歳までの山都町から熊本市へ他出

した人を対象に、111都町役場において305人を無作為に柚１１)したものである。調森地域は熊本市中心

とその周辺である。Ｊ；

本調査は、直接面接法及び郵送法を用いて行われ、熊本市中心部を直接面接法、熊本市周辺部を郵

送法と区別された。調査者はiii接面接法の場合は、対象の家庭を1M別訪問してその場での聞き取りを

行なった。調査対象者が不在だった場合は不在表を残して連絡を収I)、可能な限り訪問を繰り返した｡

また仕事や、その他諸事情を理''1として直接回答が不能の対象者は、直接訪問法から郵送法へ変更し

たのである。

その結果、母染卜Ⅱ305人に対して、直接面接による有効ln1収は55件、直接面接から郵送法による有

効回収は７件、郵送法での有効1m|収は26件であり、全体で88件の有効In1収ができたのである。そして

有効回収率は28.8％である。

（２）対象者の基本属性

調査対象者88人のうち52.3％（46人）は男性、４７．７％（42人）は女性である。年齢別で見ると、対

象者全員の30％（26人）は20代、１９％（17人）は30代、２７％（25人）は40代、そして24％（20人）は

50代である。他ＩＩ１子の調査時点での11t帯構成を見ると、iii独世帯は全体の28.4％である。夫婦のみ世
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帯はlL496、そして夫婦と未峨の子世帯は432％をIliめている。この二つ（夫姉のみ及び核家族世

帯）の世帯類型のみで全体数の54.6％となっており、このデータから山都町他出子の半数以上が熊本

市内で家庭を形成していることが明確である。また、片親と未婚の子世帯（5.7％）や夫婦と両親も

しくは片親世帯（1.1％）や夫婦と両親もしくは片親と未婚の子世jliIf（3.4％）や兄弟姉妹同居世帯

(5.7％）が全世帯の約２割弱を占めている現状である。

他出子の学歴を兄ると、半数近く（48.3％）が中等教育、４割以上（４４８％）が高等教育を受けて

いる。これは、１１１郁町地域社会（親世代が対象者となった）調査の場合は、初等教育は３割（32％)、

中等教育はほぼ同じで５割近く（48％)、商等教育が２ＷＩ（20％）であった。また、収入柵造の場合

は、全体の半数近く（48％）は0-400万１１、３割（32％）が400-800万円、１１WＩ（11％）が800万以

上の年収をもっておl〕、この柵造は親世代（山都町地域社会調査）の場合も同様である。結果的には、

両者も低所得層が圧倒的に多い。

他出している子ども達はさまざまな農村の維持・存続'''１題において基本的には３つの側面から考え

られている。これらの中で段重要課題とされているのは「帰ってくるか」と「腿業を今後するか」で

あり、そして「親（家族）をサポートしているか、地域とどの程度関係を維持しているか」である。

このような現状の中で、ｌで論述した諸研究は他出子の全体的な位|ifづけを議論しておらず、上記

の３つの側面を課題別で取り_上げている傾1(Ｉが強いと言っても過言ではない。しかし、これらの３つ

の側面が相互に非常に深い関係を持っており、他出子の磯村の将来に関する可能性を議論する際にこ

れらの３つの側面を全体的に分析する必要がある。そのため、本研究においては他出子の農村社会の

将来における可能性を「Ｕターン｣、「農業｣、「実家・地元」との関係」といった３つの側面から分析

し、一般動向を考察しながら議論を進めていきたい。

３．調査結果

（１）他出子のＵターンに関する動向

他１１}子は今後山都111Jに帰っていくのか。これを「山都町他出子調在」でＵターンするかしないかと

いう形で聞いた。111都町出身の熊本都市圏在住他出子の26％は今後「Ｕターンする」と回答し、４０％

は「帰らない」とlnl答している。さらに、現段階でＵターンを「決めていない」のは34％である。こ

こで、他１}|子の約1／４が今後Ｕターンするという現実が非常に重要である。さらに、現在Ｕターン

について未定の３割の他出子をどう取り扱うかによって山都町の維持・存続問題の課題が非常に変

わってくると考えられる。では、Ｕターンする予定の人はなぜＵターンしたいのか、帰らない人はな

ぜ帰らないのか。

表１他出子のＵターンする理由

OＷＩ
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まず、Ｕターンする他出子のＥＭＩをみていきたい。表ｌで示されているように、Ｕターンする予定

の他出子の半数以上（53％）は親（家族）関係で、そして３割が土地・家といった財産関係でＵター

ンする予定であり、全体の理１１１の中の８割以上（83％）は家族及び家関係の理由となっている。現在

農村地域の自然や環境の良さが主張されている様々な農村活性化・Ｕターン事業はあるが、このケー

スに限って言えば、他出子のＵターンを考える上で、彼らと家族・家との関係といったより現実的な

関係を重視した政策・プログラムを課題にする必要もあると考えられる。

表２他出子のＵターンをしない理由

なぜＵターンしない？ ％

HＴｐ

〃

4％

表２から読み取れば、他出子が山都町に戻らない背景は大きく二つに分かれている。それらは、生

活や交通の不便さといった生活上の問題と就労の場の少なさといった経済的な側面であり、その中で

も就労の場が充足していないことは他出子がＵターンしないことと蛾も関係していると考えられる。

Ｕターンに関してはどのぐらいの他出子はどのような理由で帰る予定であるかは上記で明確になっ

たが、彼らはいつＵターンをするつもりであるかによって、Ｕターンそのものの意味が異なるため、

ここで戻る予定の他出子のＵターン時期を見ていきたい。

表３他出子のＵターン時期

０％

0％

戻る予定の他出子のうち、子どもが独立してから戻る他出子は２割、定年後は３割、そして親の世

話が必要となったら戻るのは３割であり、まだ未定の他出子は全体の１割を占めているｃこの中で、

｢子どもが生まれてから」戻る予定の他出子は比較的に年齢的には若いうちにＵターンする可能性が

見られる。一方、残りの「子どもが独立してから｣、「定年を機に｣、「親の世話が必要となったら」戻

る予定の他出子のＵターン時期は中高年になってからが圧倒的に多く、約８割以上を占めていること

が明確である。
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このことから、今回の調森結果においてIln高年型Ｕターンパターンの可能性も商<見られておI〕、

現在芳年型Ｕターン者層をターゲットにして行われているさまざまなＵターン関連の事業と同時に、

今後において中高年型Ｕターン者層を老M1(に入れる取り組みを検討する必要があると言えよう。ここ

までの他出子のＵターンに関する意識榊造の分析はあくまでも意織上の現状であり、今後この現状が

変わる可能性もある。そこで、他出子のIML材地域の維持・存続における可能性をより具体的で現実的

な側而から分析していくことが重要であろう。そのため、続いて都市在住他l}Ｉ子の実家・地元との関

係榊造及び農業との関係状況を分析していきたい。

（２）他出子の実家・地元との関係

他１１}子の存在は農村の将来を大きく左右するものであり、その''－１で他出子はＵターンするかしない

かが現在最も注目されているのである。これは農村の将来像を描く上で非常にⅢ要点ではあるが、Ｕ

ターン意識は今後においてどう形成されるかを現在のLlj実関係から考える必要もある。そこで、本論

文において他出子の実家・地元との関係を分析し、彼らの農村の維持・存続における可能性を議論し

ていきたい。

他１１}子の実家・地元との関係をみるときに、まず現実にどのぐらい付き合いを維持しているかが重

要である。「山都町他出子調森」のデータからみれば、他出子の7111が現在少なくても月一囮|程度で

実家・地元に帰省していることが分かる（表４)。これは、他出子の７割が現実に親及び地域との関

係を維持していると考えることができる。さらに他111千の複数回答から帰省理111をみてみると家族と

の'１０係（盆、正)l、法事、墓参り、米・野菜取りに行く、農業の手伝い、親の１１１:話）での帰省が圧倒

的に多く、帰省することは、実質的に親へのサポート体制が成立しているという意味も含んでいるこ

とが言えよう。そして、帰省する理由として家族関係の次に地域との関係（祭り等の行事、友人・知

人に会う）が多い（表５)。これは、他出子は、少ないが、地域との関係も実質的に維持していると

いうことである．［Iターン理['1とliil様に、他１１l子の実家・地元との関係を最も左右するのは親である。

表４他出子の実家・地元との接触頻度

どのぐらい州}省していますか ％

週一回 1９

)１－回 5１

半年に一回 2４

年に-回 ３
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表５他出子の実家・地元との付き合い内容（複数回答）

周囲震
一５

のお国.譜

他出子は現実に親や地域と関係を維持していることは表４及び表５から言える。しかし、この現状

からみて親や家の将来について諮ることには限界があるだろう。では、親や家の将来については他出

子がどう考えているのであろうか。表６からも分かるように他出子の２割弱（１７％）のみが親や家の

将来に関する計画を立てており、残りの８割が現在未計画の状態である。さらに、その中でも63％の

他出子はまだ親や家の将来に関する計画を兄弟姉妹と話し合いもしていないことは、過疎農山村地域

の将来を考える上で何よりも注IＩするべきところだと考えられる。

表６他出子の親・家の将来に関する計画

過疎農山村地域の将来形成、または再生に関してはさまざまな政策や21$業が展開されている中都市

人口との交流を軸とした外部資源による維持・活性化が重視されてきておI〕、一方、上記において論

述した他出子と実家・地元の関係は重視されていないことも事実である。他出子の腱村の将来形成に

おける位個づけまたは役割を考える際に親及び地元との関係体制をより正視する必婆があることも事

実であり、今後の腿村維持・イド銃関係の諸政策や事業などにおいてより充実した形で他出子と親及び

地域との関係構造を導入する必要も見られている。

（３）他出子と農業

都市在住他出子の腿村の維持・存続問題における意味を分析する際にもう一つの側面は「家の農業

を続けてくれるか」であり、かれらは農業といかに関係しているのかが一つの分析課題となってくる。

他出子は腿業とどの程度関わっているかは親（家）がどの程度農業をしているのかと直接関係してい

るため、ここでまず他ｌｌ１子の家の農業とのllUわり程度をみていきたい。
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表７他出子の実家の農業との関わり

表７からみれば、３割以上の他出子の実家は現在農業をしていない。さらに、全体のうち２割の実

家は家庭菜園程度の農業をしている。そして、定かではないが、中核的農家（専業農家）というとこ

ろには高齢者で農業をやっている「高齢者（年金）専業農家」が含まれている可能性もあることを指

摘しておきたい。この現状からみると、親世代でも収入目的で農業をやっているのは少ない。従って、

本論文において他出子の農業との関係を「経済的」な側面よりも農地の存続どうするかという側面か

ら見ていきたい。

表８他出子の家の農地存続に関する意識

他出子のうち３割弱（29％）は実家が農業をしていないことも関係して農地存続問題と関わってい

ない。そして、１割弱（８％）の他出子の場合は、農地の存続は兄弟が受け継ぐ形で決定している。

ここで重要なところは二つあると考えられる。第一に、対象者の２割（22％）が今後農地を受け継ぐ

ことであり、対象者のうち５人に１人の家の農地は今後維持されるということである。これに兄弟が

受け継ぐ分も入れると対象者の３分の1の家の農地は今後存続されることになる。そして第二に、興

味深いところは「未決定」のところであり、全体の３分の1の他出子の家の農地の将来は現在未定で

ある。これは、非常に大きい数値であり、今後の山都町の農地の存続問題を考える際に無視するべき

ではないところでもある。今後の山都町の農地問題はこの「未決定」の３割以上の他出子をどう取り

扱うかによって大きく変わる可能性もあり、農地維持・存続に関する政策や事業などを計画する際に

考慮に入れる必要がある。

ここまでは、都市在住他出子の実家・地元（過疎農山村地域）の維持・存続に対する一般動向を単

純集計からみて、議論してきた。この議論は他出子全体の農村維持・存続問題に対する一般動向を示

すのみである。しかし、他出子と言葉一つでまとめても農村の将来において全員可能性を持っている

かは、上記の議論から読み取ることは難しい。そのため、ここで一つ、農村の維持・存続問題の視点

から、他出子の類型化を試みてみたい。

４．農村維持・存続問題における他出子の類型化

現在、農村地域の維持・存続問題において最も興味深いところの一つは他出子が如何に役割を果た

すことができるのかであり、どの他出子は実家・地元の将来像を描く上でどのような可能性をもって

いるかである。この現状も踏まえ、本章において、農村地域の維持・存続の視点をもとに他出子の類

型化を試みたい。分析を行う際に、最も根本的な疑問点から出発し、「帰ってきてくれるか」（Ｕター

中核的農家 農業中心の兼

業農家

勤め中心の兼

業農家

家庭菜園程度 今はしていな
レコ

農業はしてい

ない

22.7 9.1 12.5 20.5 9.1 26.1

兄弟が受け継

いでいる

将来的に自分

が受け継ぐ

自分は受け継ぐ

つもりはない

未決定 その他 非該当

無回答

８％ 22％ ３％ 34％ ３％ 29％
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ン)、「親をサポートしてくれているか」（生活サポート）、「農業をして／手伝ってくれる／くれてい

るか」（農業後継者)、そして「親や家の将来についてどう考えているか」（将来計画）といった４つ

の側面を基準として、他出子のもっているパターンに関する議論を進めていきたい。他出子を類型化

する際に、上記の「Ｕターン意識」を軸にしながら、それぞれ「生活サポート」と「農業後継者｣、

｢将来計画」との関係をみて、他出子はどのようなパターンに分かれているかを考察していく。

（１）生活サポート＆Ｕターン

ここで、他出子はＵターンするかしないか、そして現在親のサポートをしているか、していないか

の二次元で他出子の農村の将来におけるパターンをみてみよう。しかし、分析に移る前にここでの

~サポート,．という概念を整理しよう。

本調査の対象者は20代から50代の人々であり、したがってその親世代も50代から70代の年齢層であ

ることが椎ｉｌＩＩできる。それで、‘`サポート㈲という概念を健康的な側面のみから取り上げると、「親は

元気だから現在“サポート'’はしていない」という結論がlLl}た場合は説得力がある．しかし、ここで

は“サポート”という言葉を健康的な111面での支援／支えに限らず、より広い範囲で考えていきたい。

つまり、他出子は親を日常生活の中のさまざまな側面において支えている（例えば、親のところに行

き、顔を合わせたり、様々な話合いをしたI)、手伝った}）する。そして、親（実家）の経済的・健康

的な側面での支え手ともなる）かを説明したいための用語としてサポートという言葉を用いたい訳で

ある。上記のようなことを踏まえながら、本論文では他出子の親との“サポート',関係を「生活サ

ポート」と呼んでおきたい。

図ｌは他出子の今後のＵターン意識と現在の親への生活サポート状況をもとに他出子をパターン化

したものである。生活サポートに関しては４つのパターンが見られている。その中で、Ｕターンをし、

現在生活サポートも行っている他１１l子は分析の対象者のうち４割近く（３８１％）（55人のうち21人）

を占めており、実家（親）のサポート問題においても、後継者'1M題においても最も可能性を持ってい

る。このことから、本論文では彼らを「サポート型後継者」としておきたい。さらに、Ｕターンはし

ないが、現在生活サポートを行っている他出子は全体の中34.5％（55人のうち19人）もおり、今後の

親（実家）の生活の安定化において、外部からではあるが、Ili要な役割を果たす可能性が高いと考え

られる。そのため、本論文においてこのパターンの他出子を「外部サポート型他出子」としておく。

一方、今後Ｕターンするが、現在親のサポートを行っていない他出子も若干いる。Ｕターンという

ものを家（財産）の存続、農業の維持、親の生活サポートだと考えると、このパターンの他出子の場

合は、Ｕターン機能が十分に働いていないことが言える。そのため、彼らは「機能不足Ｕターン型後

継者」だと呼んでも過言ではないだろう。そして最後に、今後Ｕターンもせず、現在生活サポートも

行っていない他出子は分析対象者全体の23.6％（55人のうち１３人）を占めており、今後の実家・地元

の維持・存続問題においてあまり１１.能性／影響力は見られていないグループだと考えられる。そのた

め彼らを「無能型他出子」としておきたい。ここでとりわけ「外部サポート型他出子」に注目する必

要がある。それは、今後Ｕターンしないにも関わらず親の｢|常生活が安定するように様々な側面での

サポートをし続けるか、また彼らを政策上どのように取り扱うかなどによって農村地域維持・存続問

題、そして農村高齢者の福祉・介護問題のあり方に大きな違いが出てくる可能性があると考えられる

からである。
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生活サポートをしている

Ｕターンする Ｕターンしない

農灘審｜蕊！；蝿馳
Ⅱ斑

図１生活サポートからみた他出子像

ここで上記の分析に関するもう一つの補足説明をせざるを得ない。「親をサポートしていない」と

いう実態は他出子の側からみて判断しているものである。したがって、親がどのぐらい日常生活の中

でサポートを必要としているかによって他出子の生活サポート体制が左右する可能性は否定できない

が、このことに関して親はどのように考えているか（例えば、サポート要らないと言っているのか）

についての確実なデータは現段階では把握していない。それは、今回の調査は他出子のみを対象にし

て、親の実態を検討していないたからである。一方、例えば山都町地域社会調査（2006；159-172）

のデータから見れば、（本論文での他出子の親世代に当たる）６０代、７０代の人々は日常生活において

比較的に健康状態が良く、他人に頼らず日常生活を営んでいることが明確にされている。また、我々

も山都町の60-70代の高齢者が非常に活発な日常生活を送っていることを前に主張している（Ozsen

2007)。結論的には、同じ年齢層に当たる他出子の親も日常生活の中で子どもからのサポートを必要

としていない可能性があると推測ができる。したがって、他出子の一部が現在親を日常生活の中でサ

ポートしていないと判断することも可能となってくる。しかし、ここでの「生活サポート」を親が必

要としているかしていないかに関わらず、他出子の親との日常生活の中での実質的な関係だと見れば、

上記の類型化の意味がより明確になるのではないかと考えている。つまり、同じ他出子でも、－ケ月

に数回親のところ（実家）に行って、親と時間を過ごし、必要な手伝いなどをする、そして親の生活

実態を自分の目で確かめている他出子と、お盆・正月２限って実家に帰省し、親と日常生活の中での

現実的なヤリトリが比較的に少ない他出子の意味や果たせる役割が、親（実家）の日常生活の安定性

の側面から見れば、異なるのではないかと考えられる。さらに、これにＵターンするかしないかとい

う側面も入れると、親（実家）の日常生活の安定化という視点においては、いくつかの他出子パター

ンが生じ、他出子の類型化の必要'性が増してくると考えられる。そのため、ここで他出子の類型化を

試みた訳である。
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（２）農業後継者問題＆Ｕターン

農業後継者問題は過疎農山村地域にとって最も重要な問題の一つであり、現在の山都町においても

重要課題とされている。そして、農業後継者というのは都市在住他出子が「帰ってきてくれるか」と

いう問題の中で取り上げられてきている。一方、Ｕターンするからといって農業もし続けるとは限ら

ないのも－つ現状である。そのためここで、他出子のＵターン意識と農業との関わりをもとに、農業

後継者として他出子はどのように考えられるかを分析しておこう。図２においては他出子の今後のＵ

ターン意識と現在の農業との関わりをもとに農業後継者としての他出子をパターン化したものである。

図２の中で、Ｕターンをし、現在家の農業も手伝っている他出子は分析対象者のうち39.5％（43人の

うち17人）を占めており、農業後継者として最も可能性が高い。このパターンの他出子はＵターンす

ることによって家を後継ぎ、農業もし続ける可能性が高いと考えられる。このことから、本論文では

彼らを「家・農業後継者」としてみておきたい。また、Ｕターンはしないが、現在農業の手伝いはし

ている他出子は全体の中23.2％（43人のうち１０人）である。彼らは今後、現在の居住地から行き来し

ながら農業の後継者となるため「通勤農業後継者」としておく。

一方、今後Ｕターンし、家をあと継ぐのに農業に関わらない他出子は分析対象者全体の6.9％(43人

のうち３人）を占めており、「非農業・家後継者」として位置づけることができる。最後に、Ｕター

ンもせず、農業にも関わらない他出子は「家・農業後継者」の次に最も多く、分析対象者全体の３割

(30.2％、４３人のうち13人）を占めている。Ｕターンにも農業にも関係を持っていない、関わってい

ないことから彼らが「非関係他出子」として分類されても過言ではないであろう。

農業の手伝いをする

驫繍i)篝Illli，霞;鱒

Ｕターンする Ｕターンしない

|Ⅱ鱗lilll

農業の手伝いはしない

図２農業後継者として他出子

（３）他出子の親や家の将来に関する計画＆Ｕターン

他出子のＵターンは農村の維持・存続にとって非常に重要な課題であることは言うまでもないので

ある。しかし、Ｕターンと同時に親の今後の介護や家・農地の存続に関して具体的に何か計画を立て

ているかも非常に重要な課題である。そのため、ここでＵターン意識と他出子の親や家の将来に関す

る計画状況を軸にし、どのような他出子がどのような可能性をもっているのかをみていきたい。
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図３は、他出子が親の将来の介護や土地の存続などを兄弟姉妹と話し合い、何かの計画を立ててい

るのかという他出子の親・家の将来に関する意識状況をもとに他出子をパターン化したものである。

今後においてＵターンをし、親や家に関する計画も進んでいる他出子は分析対象者全体のうち16％

(56人のうち９人）を占めている。本論文では彼らを「計画完成型後継者」として呼んでおきたい。

そして、Ｕターンはしないが、親・家の将来について兄弟姉妹とさまざまな話合いをしている他出子

は全体の23.2％（56人のうち13人）である。このパターンは、本人（対象者）ではなく他の兄弟など

が親や家の責任を取る／世話をするが、本人も親や家の将来について兄弟姉妹と話し合いをしている

ことを意味しており、言い換えれば親や家の将来に関して関心はあると解釈できる。したがって、こ

のパターンの他出子を「関心型他出子」と位置づけたい。一方、今後Ｕターンするが、親や家の将来

に関する話しはしておらず、計画は立てていない他出子は分析対象者の25％（56人のうち14人）を占

めている。このパターンの他出子は現在親や家の将来について計画を立てる必要性（または心配）を

感じないか、親・家の将来についてまだ意識はしていないかの可能性が高い。これは、対象者（関連

して対象者の親）の年齢が比較的に若いこと、対象者の親がまだ現役であることと関係している可能

`性もある。そのため、このパターンの他出子を「計画未確定型他出子」としておきたい。最後に、今

後Ｕターンもせず、現在親や家の将来について話合いもしていない、計画は立てていない他出子は分

析対象者全体の35.7％（56人のうち20人）を占めており、実家・地元の「明日」に対して比較的に関

心（or可能性）を持っていないグループだと考えられる。そのため、このパターンの他出子を「無

関心型他出子」としておきたい。ここで、とりわけ二つの注意深い点がある。第一には、（表６にお

いても説明した通り）全体のうち約６割以上の他出子は現在親や家の将来について兄弟姉妹と具体的

な話はしていないことである。実は、この現状こそ日本の農山村地域の過疎問題を明確に説明してい

る。そして第二に、とりわけ「計画未確定型後継者」と呼んだ人々は今後親や家に関してどのような

動きを見せるか、農村維持／活性化問題に関する諸政策・事業等においてどのように取り扱われるか

ということである。彼らをどう見るかによって過疎農山村地域の「明日」が大きく左右されると考え

ることもできる。

兄弟姉妹と話し合いがある

iｌ
ンしないンする Ｕ夕Ｕ夕

親／家の将来に関する他出子の計画性図３
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（４）「Ｕターン未定」他出子

３．１においても述べたように、他出子の34％は現時点では、Ｕターンするかしないかは決めていな

いのである。３人に１人は現在Ｕターンに関しては未定であることは大きな数値であり、Ｕターン未

確定の他出子の取り扱い方によって山都町の維持・存続課題に大きな影響を与える可能性も考えられ

る。そこで、彼らを異なる側面で分析し、今後のＵターンの可能性を考えることが必要となってくる。

そのため、ここで「生活サポート」と「農業後継者問題」を取り上げ、Ｕターン未確定他出子のＵ

ターンの可能性を分析し、パターンを探りたい。

図４に関して最初に言わざるを得ないことは、母数（実数）が非常に少ないことである。ここで、

分析目的としてはデータから出発し、他出子の現状を一般化することではなく、今回の事例に限って

Ｕターンするかしないか分からない他出子は異なった視点からみるとどのようなパターンに分かれて

いるかを議論することである。

分析の対象となる１９人の他出子の36.8％（19人のうち７人）は現在親への生活サポートも行い、農

業の手伝いもしている。言い換えれば、Ｕターン未定の他出子の３人に１人が現在具体的で実質的に

実家と関係を維持しており、今後において高い期待が持たれる人々である。このことから、ここで彼

らをＵターンの側面からみて「高期待型他出子」と位置づけることは可能であろう。また、農業の手

伝いはしていないが、生活サポートを行っている他出子は全体の25.3％（１９人のうち５人）を占めて

いる。このパターンの他出子を今後において親の世話、介護といった日常的なサポートの側面でさま

ざまな役割を果たす可能性が高いことから、「生活サポート型他出子」という枠組みで取り上げるこ

とが適切かもしれない。一方、生活サポート型他出子と反対に、実家の農業を手伝いながらも、現在

生活サポートを行っていない他出子は分析対象者全体のうち１人のみだが、いる。このパターンの他

出子は今までの分析の中でも最も少ない。このパターンの他出子は今後、農業の維持、農地の存続に

関しては可能性のある人々だと考えられるため「農業サポート型他出子」というパターンの中で議論

しても良いのではないだろうか。そして最後に、分析対象者の３割が31.5％(19人のうち６人)、両方

のサポートも行わず、Ｕターンも未定の他出子のパターンである。このパターンの他出子はすべての

農業の手伝いをする
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図４Ｕターン未確定他出子のＵターン可能性に関する分析
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側面において無関係の状態にいることから「完全無関係型他l{}子」と位置づけても過言ではないと考

えられる。

４．においては他出子の実家・地元の将来形成における可能性をさまざまな側面から分析し、類型

化を試みた。分析は対象者の実数が少ないことにより限定的な分析となり、過疎農山村地域全体につ

いて語ることは非常に難しいことは著者1当|身でも感じている。しかし、今日に至って他山子は農山村

の将来にとって重要な存在だと指摘されながらも、既存研究から見れば、他出子の分析はほとんどな

されていないのも事実である。そのため、本論文の４．において、農村維持・存続問題において他出

子をどう取り扱うべきかという視点から類型化を試みたのである。

５．考察

本論文では、山都町出身の熊本都11j圏内在住他出子を!'｛例に、過疎農山村地域の維持・存続問題に

おける他出子の可能性・位置づけを分析し、議論してきた。その'１ｺで、第一に、他ｌｌｊ子のＵターン、

親・地域との関係、地域農業に関するIIUl可を分析し、彼らは実家・地元の今後においてどのような役

割が果たせるかを単純集計からみた。その結果、全体的には、他１１}子の３人の１人は今後Ｕターンす

る可能性が高く、その理由としては家族・土地関係が圧倒的に多いことが判明した。したがって、従

来の若年型Ｕターン者像は今後に|ｲﾘかって'１１問年型Ｕターン者像へと変わる可能性も強く見られた。

また、他l}}子の３分の１が現在Ｕターンに関しては未定の状況にいることも判明したのである。これ

は、山都111丁をはじめ過疎農山村地域の将来を考える上で非常に大きな課題の一つであり、上記のＵ

ターン未定者をどのような枠組みの''１で｣Ｍ扱うかを検討しなければならない。

本論文では、調査結果の分析をする際に性別、年齢、学歴などといった個々の属性をあまり考慮し

なかったことをここで言わざるを得ない。確かに、性別や年齢、学歴、職業や年収、対象者の世帯構

成などといった属性を考慮に入れることによって他}}(子の意識や動向に差異が生じる可能性は否定で

きない。しかし、今回の議論では、（今まで他出子の農村維持・存続問題における一般動向や位世づ

けがほとんど検討されていないこともあり）よI)大きなカテゴリーとしての「他出子」の自分の実

家・地元の将来に関する一般的動lfi］（あるいは立場）を見ていくことをメインの課題としたため、

個々の属性を今回考慮しなかった訳である。

１]本の農山村地域において少子化・高齢化・過疎化が重要な課題となった以来、農山村の維持・存

続・活性化を軸にさまざまな政策やプロジェクトなどがなされてきているが、他出子の存在はほとん

ど無視されてきたと言っても過言ではない。それは、都TITに他IILた農村出身の人々は都市住民とし

て位置づけられ、集落内部の問題・課題に|１０しては外部者だと認識されているからである。によって、

集落全体に関わる諸問題（人口的・社会的・経済的側面での維持・存続・担い手問題）において並視

されなく、各家レベルで個別課題として取り上げられるようになり、他出子の存在、そして可能性が

無視される状況となっている。現ｲ[、腿村地域において過疎化・少子高齢化により、集落全体の維

持・存続に危険性が生じている中で他ＩＩＩｆは111要されるようになってきているが、これも各家レベル

での個別問題として認識され、Ｕターンしてくれるか、農業を続けてくれるかなどは各家の個別努力

に任されている。

しかし、今後の過疎農山村地域を考えるときに、他||}子のi1J能性・役割をより効率良く活用できる

ような具体的な枠組みの中で位liftづける必要もあると考えられる。例えば、徳野（2008a、ｂ）が都
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市農村交流活動を分類する際に他出子を一つの交流単位として分析していることがその具体例であろ

う。これから関連政策の中でもこのような展開を導入し、他出子の可能性・役割を体系化して行くこ

とが農山村地域の再生に向けて非常に重要な課題の一つだと言えよう。

本論文において一つの試みとして他出子の様々な側面での類型化を行ったが、この分析自体がまだ

不充分のところがたくさんあり、例えば、それぞれのパターンの他出子像の特徴などは本論文では触

れることはできなかった。ここでそれを主張したかったのは、他出子のパターン化の結果よりも、農

村維持・存続問題における徹底的な他出子分析の重要性であり、その一つの方法としての他出子の分

類分析であった。

最後に、上記のような不充分のところを意識しながら、他出子の分類をより明確に分析することを

今後の課題の一つとしておきたい。

注

l）徳野は都市農村交流活動を５つの類型に分析している。これらの類型は；第一類型；他出子・婚姻型

交流、第二類型；集落住民を軸とした「地域活動」型交流、第三類型；自然派・農的志向派都市民と

の交流、第四類型；都市住民との観光型交流、第五類型；総合事業型交流、であり、本論文において

上記の五つの類型の中の第一類型を引用した訳である。

2）近距離は本論文の場合は熊本都市圏内を示しており、車でやく１時間から１時間半の移動時間を意味

しているのである。

3）熊本市の周辺とは本論文では合志・菊池・学士・上益城郡・菊池郡・阿蘇郡・玉名市を示す。
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Abstract

Uptopresent,Japaneseruralsocietyhasbeenexperlellcingmanysocialandeconomicalproblems

whichbasedondemographicchangesasaresultofmdusLrializationandurbamzationsinceparticulally

afterWW21nordertosolvetheseproblemsandcreateanewfUturefOrrural，ｍａｎｙpoliciesand

prQjectshavebeencarriedoutsincethelLHowever,mostofthesemamlyfbcusedonaneconomical

developmelltbymcreasmgruralpopulationwith勢externarsourceswhicharetotallyirrelevanttodaily

UfeandfutureofruralcommunityOntheotherhand,peopleinruralsuchaselderlyalldｗｏｍｅｎａｎｄ

theirchildrenwholiveurban(mthisstudywecaUthem.､Livillg-ApartAdultChildren"）were、otgiven

aleadmgroleinordertosustaincommlmitvandwerecoulltedas"GhostMembers，,ofruralcoⅢunumty

TherefOre､inthispaper1wewouldliketoconsiderwhaLLAACmearItotheirhometoｗｎａｎｄｄｉｓｃｕｓｓ

ｗｈatkindofpossibihtiesandrolesLAACshouldhaveforcreatjnganewfUturefbrtheirhomelown？
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